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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電極間の電気的な接続に用いられ、光硬化性を有する導電材料であり、
　導電性粒子と、
　屈折率が１．６以上である材料により形成されている光反射粒子と、
　光硬化性を有するバインダー樹脂とを含み、
　前記光反射粒子の少なくとも一部が、前記導電性粒子の表面上に付着しており、
　前記導電性粒子の表面積全体に占める前記光反射粒子により被覆されている部分の面積
である被覆率が１０％以上である、光硬化性導電材料。
【請求項２】
　前記導電性粒子の表面上に付着していない光反射粒子を含む、請求項１に記載の光硬化
性導電材料。
【請求項３】
　光硬化性導電材料１００重量％中、前記導電性粒子の含有量が５重量％以上、かつ２０
重量％以下である、請求項１又は２に記載の光硬化性導電材料。
【請求項４】
　光硬化性導電材料１００重量％中、前記光反射粒子の含有量が５重量％以上、かつ８０
重量％以下である、請求項１～３のいずれか１項に記載の光硬化性導電材料。
【請求項５】
　前記光反射粒子の材料が、ＴｉＯ２、ＺｎＯ又はＡｌ２Ｏ３を含む、請求項１～４のい
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ずれか１項に記載の光硬化性導電材料。
【請求項６】
　前記導電性粒子が、導電性の表面上に配置された絶縁粒子を備える、請求項１～５のい
ずれか１項に記載の光硬化性導電材料。
【請求項７】
　前記絶縁粒子の材料が、有機物質又は有機無機ハイブリッド物質である、請求項６に記
載の光硬化性導電材料。
【請求項８】
　前記導電性粒子の表面上に付着している絶縁物質を備え、
　前記導電性粒子の表面積全体に占める前記絶縁物質及び前記光反射粒子により被覆され
ている部分の面積である被覆率が５０％以上である、請求項１～７のいずれか１項に記載
の光硬化性導電材料。
【請求項９】
　前記導電性粒子における導電部の外表面の材料が、銅、銀又は金である、請求項１～８
のいずれか１項に記載の光硬化性導電材料。
【請求項１０】
　前記バインダー樹脂が、熱硬化性及び光硬化性を有する、請求項１～９のいずれか１項
に記載の光硬化性導電材料。
【請求項１１】
　熱の付与後に光の照射が行われ、熱の付与及び光の照射により前記バインダー樹脂を硬
化させて用いられる、請求項１０に記載の光硬化性導電材料。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の光硬化性導電材料を用いて、かつ、
　第１の電極を表面に有する第１の接続対象部材と、第２の電極を表面に有する第２の接
続対象部材とを用いて、
　前記第１の接続対象部材の表面上に、前記光硬化性導電材料を配置する工程と、
　前記第１の電極と前記第２の電極との間に前記導電性粒子が位置するように、前記光硬
化性導電材料の前記第１の接続対象部材側とは反対の表面上に、前記第２の接続対象部材
を配置する工程と、
　前記第２の接続対象部材の配置前、配置時又は配置後に、前記光硬化性導電材料に光を
照射する工程とを備え、
　前記バインダー樹脂を硬化させることで、前記第１の接続対象部材と前記第２の接続対
象部材とを接続している接続部を前記光硬化性導電材料により形成して、かつ前記第１の
電極と前記第２の電極とを前記導電性粒子により電気的に接続する、接続構造体の製造方
法。
【請求項１３】
　前記バインダー樹脂が、熱硬化性及び光硬化性を有し、
　前記第２の接続対象部材の配置前、配置時又は配置後に、前記光硬化性導電材料に熱を
付与し、かつ熱の付与後に前記光硬化性導電材料に光を照射し、
　前記接続部が、前記光硬化性導電材料に熱を付与及び光を照射して、前記バインダー樹
脂を硬化させることで形成されている、請求項１２に記載の接続構造体の製造方法。
【請求項１４】
　第１の電極を表面に有する第１の接続対象部材と、
　第２の電極を表面に有する第２の接続対象部材と、
　前記第１の接続対象部材と前記第２の接続対象部材とを接続している接続部とを備え、
　前記接続部が、請求項１～１１のいずれか１項に記載の光硬化性導電材料に光を照射し
て、かつ前記バインダー樹脂を硬化させることで形成されており、
　前記第１の電極と前記第２の電極とが前記導電性粒子により電気的に接続されている、
接続構造体。
【請求項１５】
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　前記バインダー樹脂が、熱硬化性及び光硬化性を有し、
　前記接続部が、前記光硬化性導電材料に熱を付与及び光を照射して、前記バインダー樹
脂を硬化させることで形成されている、請求項１４に記載の接続構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電性粒子と、光硬化性を有するバインダー樹脂とを含む光硬化性導電材料
に関する。また、本発明は、上記光硬化性導電材料を用いた接続構造体の製造方法及び接
続構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　異方性導電ペースト及び異方性導電フィルム等の異方性導電材料が広く知られている。
該異方性導電材料では、バインダー樹脂中に導電性粒子が分散されている。
【０００３】
　上記異方性導電材料は、各種の接続構造体を得るために、例えば、フレキシブルプリン
ト基板とガラス基板との接続（ＦＯＧ（Ｆｉｌｍ　ｏｎ　Ｇｌａｓｓ））、半導体チップ
とフレキシブルプリント基板との接続（ＣＯＦ（Ｃｈｉｐ　ｏｎ　Ｆｉｌｍ））、半導体
チップとガラス基板との接続（ＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　ｏｎ　Ｇｌａｓｓ））、並びにフレキ
シブルプリント基板とガラスエポキシ基板との接続（ＦＯＢ（Ｆｉｌｍ　ｏｎ　Ｂｏａｒ
ｄ））等に使用されている。
【０００４】
　上記異方性導電材料により、例えば、半導体チップの電極とガラス基板の電極とを電気
的に接続する際には、ガラス基板上に、導電性粒子を含む異方性導電材料を配置する。次
に、半導体チップを積層して、加熱及び加圧する。これにより、異方性導電材料を硬化さ
せて、導電性粒子を介して電極間を電気的に接続して、接続構造体を得る。
【０００５】
　上記異方性導電材料の一例として、下記の特許文献１には、光反射導電性粒子と、バイ
ンダー樹脂とを含む異方性導電材料が開示されている。上記光反射導電性粒子は、金属材
料で被覆されているコア粒子と、該コア粒子の表面上に光反射層とを有する。上記光反射
層は、屈折率が１．５２以上である光反射無機粒子により形成されている。
【０００６】
　上記接続構造体の一例として、下記の特許文献２には、複数の第１の電極を有する透光
性基板と第２の電極を有する電子部品とが、異方性導電材料により接続されている接続構
造体が開示されている。上記透光性基板では、上記第１の電極間に凹部が形成されており
、かつ該凹部にポリマーが配置されている。上記接続構造体の製造時には、透光性基板の
外側から光を照射して、照射した光を上記ポリマーに至らせている。上記ポリマーにより
、光の方向が変換され、電極間にも光が照射されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１１－８６８２３号公報
【特許文献２】特開２０１１－８２５８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　導電性粒子と、光硬化性を有するバインダー樹脂とを含む従来の異方性導電材料を用い
て、接続対象部材の電極間を電気的に接続した場合には、光の照射時に電極間に光が直接
照射されずに、電極間に配置されたバインダー樹脂が十分に硬化しないことがある。この
ため、異方性導電材料が光硬化した硬化物と、接続対象部材との接着性が低いことがある
。すなわち、接続対象部材の接続信頼性が十分に高くならないという問題がある。
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【０００９】
　また、特許文献１に記載の異方性導電材料を用いて電極間を電気的に接続した場合には
、コア粒子の表面上の光反射層が、コア粒子と電極との間に挟み込まれやすく、電極間の
導通不良が生じたり、電極間の接続抵抗が高くなったりする。
【００１０】
　特許文献２では、ポリマーが配置されている透光性基板を用いなければならず、得られ
る接続構造体が限定される。また、特許文献２に記載のようなポリマーが配置されている
透光性基板の作製には手間がかかり、得られる接続構造体の製造コストが高くなる。
【００１１】
　本発明の目的は、接続対象部材の電極間を電気的に接続した場合に、接続対象部材の接
続信頼性を高め、かつ電極間の導通信頼性を高めることができる光硬化性導電材料を提供
することである。また、本発明の目的は、上述した光硬化性導電材料を用いた接続構造体
の製造方法及び接続構造体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の広い局面によれば、電極間の電気的な接続に用いられ、光硬化性を有する導電
材料であり、導電性粒子と、屈折率が１．６以上である材料により形成されている光反射
粒子と、光硬化性を有するバインダー樹脂とを含む、光硬化性導電材料が提供される。
【００１３】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記光硬化性導電材料は、前記
導電性粒子の表面上に付着していない光反射粒子を含む。
【００１４】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記光反射粒子の少なくとも一
部が、前記導電性粒子の表面上に付着している。
【００１５】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記光硬化性導電材料１００重
量％中、前記導電性粒子の含有量が５重量％以上、かつ２０重量％以下である。
【００１６】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記光硬化性導電材料１００重
量％中、前記光反射粒子の含有量が５重量％以上、かつ８０重量％以下である。
【００１７】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記光反射粒子の材料が、Ｔｉ
Ｏ２、ＺｎＯ又はＡｌ２Ｏ３を含む。
【００１８】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記導電性粒子が、導電性の表
面上に配置された絶縁粒子を備える。
【００１９】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記絶縁粒子の材料が、有機物
質又は有機無機ハイブリッド物質である。
【００２０】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記光反射粒子の少なくとも一
部が、前記導電性粒子の表面上に付着しており、前記導電性粒子の表面積全体に占める前
記光反射粒子により被覆されている部分の面積である被覆率が１０％以上である。
【００２１】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記光硬化性導電材料は、前記
導電性粒子の表面上に付着している絶縁物質を備え、前記光反射粒子の少なくとも一部が
、前記導電性粒子の表面上に付着しており、前記導電性粒子の表面積全体に占める前記絶
縁物質及び前記光反射粒子により被覆されている部分の面積である被覆率が５０％以上で
ある。
【００２２】
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　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記導電性粒子における導電部
の外表面の材料が、銅、銀又は金である。
【００２３】
　本発明に係る光硬化性導電材料のある特定の局面では、前記バインダー樹脂が、熱硬化
性及び光硬化性を有する。
【００２４】
　本発明に係る光硬化性導電材料は、熱の付与後に光の照射が行われ、熱の付与及び光の
照射により前記バインダー樹脂を硬化させて用いられることが好ましい。
【００２５】
　本発明の広い局面によれば、上述した光硬化性導電材料を用いて、かつ、第１の電極を
表面に有する第１の接続対象部材と、第２の電極を表面に有する第２の接続対象部材とを
用いて、前記第１の接続対象部材の表面上に、前記光硬化性導電材料を配置する工程と、
前記第１の電極と前記第２の電極との間に前記導電性粒子が位置するように、前記光硬化
性導電材料の前記第１の接続対象部材側とは反対の表面上に、前記第２の接続対象部材を
配置する工程と、前記第２の接続対象部材の配置前、配置時又は配置後に、前記光硬化性
導電材料に光を照射する工程とを備え、前記バインダー樹脂を硬化させることで、前記第
１の接続対象部材と前記第２の接続対象部材とを接続している接続部を前記光硬化性導電
材料により形成して、かつ前記第１の電極と前記第２の電極とを前記導電性粒子により電
気的に接続する、接続構造体の製造方法が提供される。
【００２６】
　本発明に係る接続構造体の製造方法のある特定の局面では、前記バインダー樹脂が、熱
硬化性及び光硬化性を有し、前記第２の接続対象部材の配置前、配置時又は配置後に、前
記光硬化性導電材料に熱を付与し、かつ熱の付与後に前記光硬化性導電材料に光を照射し
、前記接続部が、前記光硬化性導電材料に熱を付与及び光を照射して、前記バインダー樹
脂を硬化させることで形成されている。
【００２７】
　本発明の広い局面によれば、第１の電極を表面に有する第１の接続対象部材と、第２の
電極を表面に有する第２の接続対象部材と、前記第１の接続対象部材と前記第２の接続対
象部材とを接続している接続部とを備え、前記接続部が、上述した光硬化性導電材料に光
を照射して、かつ前記バインダー樹脂を硬化させることで形成されており、前記第１の電
極と前記第２の電極とが前記導電性粒子により電気的に接続されている、接続構造体が提
供される。
【００２８】
　本発明に係る接続構造体のある特定の局面では、前記バインダー樹脂が、熱硬化性及び
光硬化性を有し、前記接続部が、前記光硬化性導電材料に熱を付与及び光を照射して、前
記バインダー樹脂を硬化させることで形成されている。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明に係る光硬化性導電材料は、導電性粒子と、屈折率が１．６以上である材料によ
り形成されている光反射粒子と、光硬化性を有するバインダー樹脂とを含むので、接続対
象部材の電極間を電気的に接続した場合に、接続対象部材の接続信頼性を高め、かつ電極
間の導通信頼性を高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】図１は、本発明の第１の実施形態に係る光硬化性導電材料を用いた接続構造体を
模式的に示す断面図である。
【図２】図２は、本発明の第２の実施形態に係る光硬化性導電材料を用いた接続構造体を
模式的に示す断面図である。
【図３】図３（ａ）～（ｃ）は、本発明の第１の実施形態に係る光硬化性導電材料を用い
た接続構造体の製造方法の一例を説明するための断面図である。
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【図４】図４は、本発明の第１の実施形態に係る光硬化性導電材料に用いられる、導電性
粒子の表面上に光反射粒子が付着している導電性粒子複合体を示す断面図である。
【図５】図５は、本発明の第２の実施形態に係る光硬化性導電材料に用いられる導電性粒
子を示す断面図である。
【図６】図６は、導電性粒子複合体の第１の変形例を示す断面図である。
【図７】図７は、導電性粒子複合体の第２の変形例を示す断面図である。
【図８】図８は、導電性粒子複合体の第３の変形例を示す断面図である。
【図９】図９は、導電性粒子の第１の変形例を示す断面図である。
【図１０】図１０は、導電性粒子の表面積全体に占める光反射粒子により被覆されている
部分の面積である被覆率の評価方法を説明するための模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　以下、本発明の詳細を説明する。
【００３２】
　本発明に係る光硬化性導電材料は、電極間の電気的な接続に用いられ、光硬化性を有す
る導電材料である。本発明に係る光硬化性導電材料は、導電性粒子と、屈折率が１．６以
上である材料により形成されている光反射粒子と、光硬化性を有するバインダー樹脂とを
含む。
【００３３】
　本発明に係る光硬化性導電材料における上述した構成の採用により、接続対象部材の電
極間を電気的に接続した場合に、接続対象部材の接続信頼性を高め、かつ電極間の導通信
頼性を高めることができる。
【００３４】
　導電性粒子を用いただけでは、電極間などに位置していることで光が直接照射されなか
ったバインダー樹脂部分を、十分に硬化させることはできないことがある。また、光反射
層を表面に有する光反射導電性粒子を用いただけでは、光反射層が電極間の導通を妨げる
ことによって、電極間の導通不良が生じたり、電極間の接続抵抗が高くなったりすること
がある。
【００３５】
　これに対して、本発明では、新規な構成が初めて採用されている。特に、光硬化性導電
材料が、導電性粒子と、屈折率が１．６以上である材料により形成されている光反射粒子
との双方を含むので、光硬化性を有するバインダー樹脂を硬化させる際に、光反射粒子に
よって光を反射させることで、電極間などに位置することで光が直接照射されにくいバイ
ンダー樹脂部分にも、光を照射させることができ、バインダー樹脂を十分に硬化させるこ
とができる。
【００３６】
　次に、図１を参照しつつ、本発明の第１の実施形態に係る光硬化性導電材料を用いた接
続構造体について、具体的に説明する。
【００３７】
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る光硬化性導電材料を用いた接続構造体を模式的
に示す断面図である。
【００３８】
　図１に示す接続構造体１は、第１の電極２ａを表面に有する第１の接続対象部材２と、
第２の電極３ａを表面に有する第２の接続対象部材３と、第１の接続対象部材２と第２の
接続対象部材３とを接続している接続部４とを備える。第１の電極２ａと第２の電極３ａ
とは、導電性粒子２２の表面上に光反射粒子２３が付着している導電性粒子複合体２１に
おける導電性粒子２２により電気的に接続されている。第１の実施形態では、導電性粒子
２２の表面上に光反射粒子２３が付着している導電性粒子複合体２１（後述する図４に示
す導電性粒子複合体２１）が用いられている。
【００３９】
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　接続部４は、導電性粒子複合体２１と、光硬化性を有するバインダー樹脂とを含む光硬
化性導電材料に光を照射して、かつバインダー樹脂を硬化させることで形成されている。
接続部４は、硬化したバインダー樹脂１１を含む。
【００４０】
　図２は、本発明の第２の実施形態に係る光硬化性導電材料を用いた接続構造体を模式的
に示す断面図である。
【００４１】
　図２に示す接続構造体１Ｘは、第１の電極２ａを表面に有する第１の接続対象部材２と
、第２の電極３ａを表面に有する第２の接続対象部材３と、第１の接続対象部材２と第２
の接続対象部材３とを接続している接続部４Ｘとを備える。第１の電極２ａと第２の電極
３ａとは、導電性粒子２２により電気的に接続されている。第２の実施形態では、導電性
粒子２２（後述する図５に示す導電性粒子２２）と、導電性粒子２２の表面上に付着して
いない光反射粒子５とが用いられている。
【００４２】
　接続部４Ｘは、導電性粒子２２と、光反射粒子５と、光硬化性を有するバインダー樹脂
とを含む光硬化性導電材料に光を照射して、かつバインダー樹脂を硬化させることで形成
されている。接続部４Ｘは、硬化したバインダー樹脂１１Ｘを含む。
【００４３】
　図１に示す接続構造体１は、具体的には、例えば、図３（ａ）～（ｃ）に示す状態を経
て、以下のようにして得ることができる。ここでは、上記光硬化性導電材料として、導電
性粒子複合体２１と、熱硬化性及び光硬化性を有するバインダー樹脂１１Ａとを含む光硬
化性導電材料を用いている。この光硬化性導電材料は、光硬化性及び熱硬化性導電材料で
ある。バインダー樹脂１１Ａは、硬化前のバインダー樹脂である。なお、熱硬化性を有さ
ず、光硬化性のみを有するバインダー樹脂を用いてもよい。
【００４４】
　図３（ａ）に示すように、第１の電極２ａを表面（上面）に有する第１の接続対象部材
２を用意する。また、複数の導電性粒子複合体２１とバインダー樹脂１１Ａとを含む光硬
化性導電材料を用意する。次に、第１の接続対象部材２の第１の電極２ａ側の表面上に、
上記光硬化性導電材料を用いて、光硬化性導電材料層４Ａを配置する。このとき、第１の
電極２ａ上に、１つ又は複数の導電性粒子複合体２１が配置されていることが好ましい。
ここでは、上記光硬化性導電材料として、導電ペーストを用いているので、導電ペースト
の配置は、導電ペーストの塗布により行われている。光硬化性導電材料層４Ａは、導電ペ
ースト層である。
【００４５】
　次に、図３（ｂ）に示すように、光硬化性導電材料層４Ａの第１の接続対象部材２側と
は反対の表面上に、第２の電極３ａを表面に有する第２の接続対象部材３を、第２の電極
３ａ側から配置する。すなわち、第１の接続対象部材２と第２の接続対象部材３との間に
、光硬化性導電材料層４Ａを配置する。また、第１の電極２ａと第２の電極３ａとが対向
するように、第２の接続対象部材３を配置する。このとき、第１の電極２ａと第２の電極
３ａとの間に導電性粒子複合体２１が位置するように、上記光硬化性導電材料を配置する
。
【００４６】
　次に、第２の接続対象部材３の配置時又は配置後に、第１の接続対象部材２と第２の接
続対象部材３とを熱圧着させる。それによって、バインダー樹脂１１Ａに熱を付与して、
バインダー樹脂１１Ａ及び光硬化性導電材料層４Ａの硬化を進行させる。この結果、図３
（ｃ）に示すように、バインダー樹脂１１Ｂ及び光硬化性導電材料層４Ｂを形成する。バ
インダー樹脂１１Ｂ及び光硬化性導電材料層４Ｂは、例えば、Ｂステージ化されたバイン
ダー樹脂及びＢステージ化された光硬化性導電材料層である。
【００４７】
　上記光硬化性導電材料層に熱を付与することにより硬化を進行させる場合には、上記光
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硬化性導電材料層を適度に硬化させるための加熱温度は好ましくは８０℃以上、好ましく
は１３０℃以下、より好ましくは１１０℃以下である。
【００４８】
　なお、熱の付与は、上記第２の接続対象部材の配置前、配置時又は配置後に行われ、配
置前に行われてもよく、配置時に行われてもよく、配置後に行われてもよい。但し、熱の
付与は、配置時又は配置後に行われることが好ましく、配置後に行われることがより好ま
しい。なお、熱の付与は必ずしも行われなくてもよい。バインダー樹脂１１Ａ及び光硬化
性導電材料層４Ａに、熱を付与せずに、光を照射してもよい。
【００４９】
　さらに、熱の付与後に、光硬化性導電材料層４Ｂに光を照射する。本実施形態では、第
１の接続対象部材２が透光性を有する。このため、第１の接続対象部材２の光硬化性導電
材料層４Ｂ側とは反対の表面側からバインダー樹脂１１Ｂに、矢印Ｙ１，Ｙ２，Ｙ３で示
す方向に光を照射している。光の照射により、バインダー樹脂１１Ｂ及び光硬化性導電材
料層４Ｂを硬化させる。それによって、第１の接続対象部材２と第２の接続対象部材３と
を接続している接続部４を、光硬化性導電材料層４Ｂにより形成する。
【００５０】
　光を照射すると、矢印Ｙ１で示す光は、バインダー樹脂１１Ｂ内を通過し、第２の接続
対象部材３に至る。矢印Ｙ２で示す光は、バインダー樹脂１１Ｂ内の導電性粒子複合体２
１の表面に至る。矢印Ｙ３で示す光は、第１の接続対象部材２内を部分的に通過するが、
第１の電極２ａにより通過が妨げられる。導電性粒子複合体２１の表面に至った光は、導
電性粒子複合体２１における光反射粒子２３の表面により反射される。すなわち、導電性
粒子複合体２１を含む光硬化性導電材料層４Ｂに光を照射すると、光反射粒子２３によっ
て矢印Ｚで示す方向に反射される光がある。矢印Ｚで示す方向に反射された光は、第１の
電極２ａ及び第２の電極３ａ間のバインダー樹脂１１Ｂを硬化させる。この結果、第１，
第２の電極２ａ，３ａ間に位置するバインダー樹脂１１Ｂを十分に硬化させることができ
、それによって全体が良好に硬化したバインダー樹脂１１を含む接続部４が形成される。
【００５１】
　光を照射する際に用いる光源は特に限定されない。該光源としては、例えば、波長４２
０ｎｍ以下に十分な発光分布を有する光源や、波長４２０ｎｍ以下の特定波長に強い発光
を有する光源等が挙げられる。波長４２０ｎｍ以下に十分な発光分布を有する光源の具体
例としては、例えば、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、ケミカルラ
ンプ、ブラックライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀灯、及びメタルハライドランプ
等が挙げられる。また、波長４２０ｎｍ以下の特定波長に強い発光を有する光源の具体例
としては、ＬＥＤランプ等が挙げられる。なかでもＬＥＤランプが好ましい。ＬＥＤラン
プを用いた場合には、被照射物自身の発熱が非常に少なくなり、発熱による上記光硬化性
導電材料の過度の熱劣化を防ぐことができる。
【００５２】
　光の照射により上記光硬化性導電材料層を硬化させるために、上記光硬化性導電材料層
を適度に硬化させるための光照射強度は、例えば、波長３６５ｎｍにピークを有するＬＥ
Ｄランプ光源を用いる場合は、好ましくは１００～３０００ｍＪ／ｃｍ２程度である。ま
た、上記光硬化性導電材料層を適度に硬化させるための光の照射エネルギーは、好ましく
は５００ｍＪ／ｃｍ２以上、より好ましくは２０００ｍＪ／ｃｍ２以上、好ましくは１０
００００ｍＪ／ｃｍ２以下、より好ましくは２００００ｍＪ／ｃｍ２以下である。
【００５３】
　なお、光の照射は、上記第２の接続対象部材の配置前、配置時又は配置後に行われ、配
置前に行われてもよく、配置時に行われてもよく、配置後に行われてもよい。但し、光の
照射は、配置時又は配置後に行われることが好ましく、配置後に行われることがより好ま
しい。また、熱の付与後に、光の照射が行われることが好ましい。
【００５４】
　上記のようにして、図１に示す接続構造体１が得られる。ここでは、導電性粒子２２の
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表面上に光反射粒子２３が付着している導電性粒子複合体２１と、光硬化性を有するバイ
ンダー樹脂１１Ａとを含む光硬化性導電材料が用いられているので、第１，第２の電極２
ａ，３ａ間のバインダー樹脂１１Ｂを十分に硬化させることができる。この結果、接続部
４と、第１，第２の接続対象部材２，３との接続信頼性が高くなる。また、導電性粒子２
２により電気的に接続される第１，第２の電極２ａ，３ａ間の導通信頼性を高くし、かつ
第１，第２の電極２ａ，３ａ間の接続抵抗を低くすることができる。なお、導電性粒子２
２と導電性粒子２２の表面上に付着していない光反射粒子５との双方を用いた場合でも、
導通信頼性を高めることができる。導電性粒子２２と導電性粒子２２の表面上に付着して
いない光反射粒子５との双方を用いることで、上述した接続構造体１Ｘを得ることができ
る。
【００５５】
　次に、本発明に係る光硬化性導電材料に用いられる、導電性粒子の表面上に光反射粒子
が付着している導電性粒子複合体、並びに、導電性粒子について、具体的に説明する。
【００５６】
　図４は、本発明の第１の実施形態に係る光硬化性導電材料に用いられる、導電性粒子２
２の表面上に光反射粒子２３が付着している導電性粒子複合体２１を示す断面図である。
【００５７】
　図４に示す導電性粒子複合体２１は、導電性粒子２２と、導電性粒子２２の表面上に付
着している複数の光反射粒子２３とを備える。光反射粒子２３は、無機物質を含むことが
好ましく、金属物質を除く無機物質を含むことが好ましい。光反射粒子２３は、屈折率が
１．６以上である材料により形成されている。
【００５８】
　導電性粒子２２は、基材粒子３１と、基材粒子３１の表面上に配置された導電部３２と
を有する。導電性粒子２２では、導電部３２は導電層である。導電部３２は、基材粒子３
１の表面を覆っている。導電性粒子２２は、基材粒子３１の表面が導電部３２により被覆
された被覆粒子である。導電性粒子２２は表面に導電部３２を有する。
【００５９】
　上記導電性粒子は、少なくとも表面に導電部を有していればよい。導電性粒子２２のよ
うに、中心部が導電部とは異なる基材粒子であってもよい。導電性粒子の全体が、導電部
であってもよい。
【００６０】
　導電性粒子複合体２１は、導電性の表面に複数の突起２１ａを有する。導電性粒子２２
は、基材粒子３１の表面上に複数の芯物質３３を有する。導電部３２は、基材粒子３１と
芯物質３３とを被覆している。芯物質３３を導電部３２が被覆していることにより、導電
性粒子２２は表面に複数の突起２２ａを有する。また、導電部３２は表面（外表面）に複
数の突起３２ａを有する。芯物質３３により導電部３２の表面が隆起されており、複数の
突起２１ａ，２２ａ，３２ａが形成されている。
【００６１】
　導電性粒子２２では、突起２２ａの平均高さは、光反射粒子２３の平均粒子径よりも大
きい。従って、導電性粒子複合体２１全体でみたときに、突起２２ａの先端は、光反射粒
子２３の外表面よりも外側に突出している。突起２２ａの先端は、光反射粒子２３よりも
、導電性粒子複合体２１及び導電性粒子２２の中心から離れている。突起２２ａの先端が
、光反射粒子２３の外表面よりも外側に突出していることで、電極間の導通信頼性がより
一層高くなる。
【００６２】
　図５は、本発明の第２の実施形態に係る光硬化性導電材料に用いられる導電性粒子を示
す断面図である。
【００６３】
　図５に示す導電性粒子２２は、基材粒子３１と、基材粒子３１の表面上に配置された導
電部３２とを有する。図５に示す導電性粒子２２は、図４に示す導電性粒子複合体２１に
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おける光反射粒子２３を用いていない粒子（導電性粒子２２）である。
【００６４】
　図６は、導電性粒子複合体の第１の変形例を示す断面図である。
【００６５】
　図６に示す導電性粒子複合体４１は、導電性粒子４２と、導電性粒子４２の表面上に配
置された複数の光反射粒子２３とを備える。導電性粒子複合体２１と導電性粒子複合体４
１とでは、芯物質３３の有無のみが相違している。導電性粒子複合体４１は、芯物質を有
さない。
【００６６】
　導電性粒子複合体４１は、導電性の表面に突起４１ａを有する。導電性粒子４２は、基
材粒子３１と、基材粒子３１の表面上に配置された導電部３２Ａとを有する。導電部３２
Ａは導電層である。導電性粒子４２は、導電性粒子２２のように芯物質を有さない。導電
部３２Ａは、第１の部分と、該第１の部分よりも厚みが厚い第２の部分とを有する。従っ
て、導電性粒子４２は表面に複数の突起４２ａを有する。また、導電部３２Ａは表面（外
表面）に複数の突起３２Ａａを有する。複数の突起４１ａ，４２ａ，３２Ａａを除く部分
が、導電部３２Ａの上記第１の部分である。複数の突起４１ａ，４２ａ，３２Ａａは、導
電部３２Ａの厚みが厚い上記第２の部分である。
【００６７】
　導電性粒子複合体４１及び導電性粒子４２のように、突起を形成するために、芯物質を
必ずしも用いなくてもよい。また、図６に示す導電性粒子複合体４１における光反射粒子
２３を用いていない粒子（導電性粒子４２）と、別の光反射粒子とを併用してもよい。
【００６８】
　図７は、導電性粒子複合体の第２の変形例を示す断面図である。
【００６９】
　図７に示す導電性粒子複合体５１は、導電性粒子５２と、導電性粒子５２の表面上に配
置された複数の光反射粒子２３とを備える。
【００７０】
　導電性粒子５２は、基材粒子３１と、基材粒子３１の表面上に配置された導電部３２Ｂ
とを有する。導電部３２Ｂは導電層である。導電部３２Ｂは、基材粒子３１の表面上に配
置された第１の導電部３２Ｂｘと、第１の導電部３２Ｂｘの表面上に配置された第２の導
電部３２Ｂｙとを有する。
【００７１】
　導電性粒子複合体５１は、導電性の表面に複数の突起５１ａを有する。導電性粒子５２
は、第１の導電部３２Ｂｘの表面上に複数の芯物質３３を有する。第２の導電部３２Ｂｙ
は、第１の導電部３２Ｂｘと芯物質３３とを被覆している。基材粒子３１と芯物質３３と
は間隔を隔てて配置されている。基材粒子３１と芯物質３３との間には、第１の導電部３
２Ｂｘが存在する。芯物質３３を第２の導電部３２Ｂｙが被覆していることにより、導電
性粒子５２は表面に複数の突起５２ａを有する。また、導電部３２Ｂは表面（外表面）に
突起３２Ｂａを有する。芯物質３３により導電部３２Ｂ及び第２の導電部３２Ｂｙの表面
が隆起されており、複数の突起５１ａ，５２ａ，３２Ｂａが形成されている。
【００７２】
　導電性粒子複合体５１及び導電性粒子５２のように、導電部は、多層構造を有していて
もよい。さらに、突起を形成するために、芯物質を内層の第１の導電部上に配置して、外
層の第２の導電部により芯物質及び第１の導電部を被覆してもよい。また、図７に示す導
電性粒子複合体５１における光反射粒子２３を用いていない粒子（導電性粒子５２）と、
別の光反射粒子とを併用してもよい。
【００７３】
　図８は、導電性粒子複合体の第３の変形例を示す断面図である。
【００７４】
　図８に示す導電性粒子複合体７１は、導電性の表面上に配置された絶縁物質７２ａを有
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する導電性粒子７２と、導電性粒子７２の表面上に配置された複数の光反射粒子２３とを
備える。導電性粒子複合体７１は、導電性の表面に突起７１ａを有する。導電性粒子７２
は、表面に複数の突起７２ｂを有する。導電性粒子２２と導電性粒子７２とでは、絶縁物
質７２ａの有無で相違する。なお、図８では、光反射粒子２３と絶縁物質７２ａとは、ハ
ッチングの斜線の方向が９０度異なるように図示されている。
【００７５】
　導電性粒子７２における導電部表面の少なくとも一部の領域が、絶縁物質７２ａにより
被覆されている。絶縁物質７２ａは絶縁性を有する材料により形成されており、絶縁粒子
である。このように、上記導電性粒子複合体及び上記導電性粒子は、導電性の表面上に配
置された絶縁物質を有していてもよい。該絶縁物質は絶縁粒子であることが好ましい。ま
た、図８に示す導電性粒子複合体７１における光反射粒子２３を用いていない粒子（導電
性の表面上に絶縁物質７２ａが配置されている導電性粒子７２）と、別の光反射粒子とを
併用してもよい。
【００７６】
　図９は、導電性粒子の第１の変形例を示す断面図である。
【００７７】
　図９に示す導電性粒子８１は、基材粒子３１と、基材粒子３１の表面上に配置された導
電部８２とを備える。導電性粒子８１は球状である。
【００７８】
　導電性粒子８１のように、上記導電性粒子は、球状であってもよく、導電性の表面に突
起を有していなくてもよい。また、導電性粒子８１の表面上に光反射粒子を付着させても
よく、導電性粒子８１と光反射粒子とを備える導電性粒子複合体を用いてもよい。
【００７９】
　また、上記導電性粒子は、基材粒子を必ずしも有していなくてもよく、全体が導電部で
あってもよい。
【００８０】
　以下、導電性粒子、光反射粒子、光硬化性導電材料及び接続構造体の他の詳細を説明す
る。
【００８１】
　（導電性粒子）
　上記基材粒子としては、樹脂粒子、金属粒子を除く無機粒子、有機無機ハイブリッド粒
子及び金属粒子等が挙げられる。上記基材粒子は、金属粒子を除く基材粒子であることが
好ましく、樹脂粒子、金属粒子を除く無機粒子又は有機無機ハイブリッド粒子であること
がより好ましく、樹脂粒子又は有機無機ハイブリッド粒子が更に好ましい。
【００８２】
　上記基材粒子は、樹脂により形成された樹脂粒子であることが好ましい。電極間を接続
する際には、上記導電性粒子を電極間に配置した後、一般的に上記導電性粒子を圧縮させ
る。基材粒子が樹脂粒子であると、圧縮により上記導電性粒子が変形しやすく、上記導電
性粒子と電極との接触面積が大きくなる。このため、電極間の導通信頼性が高くなる。
【００８３】
　上記樹脂粒子の材料として、種々の有機物が好適に用いられる。上記樹脂粒子の材料と
しては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリ塩化ビニル、ポリ
塩化ビニリデン、ポリイソブチレン、ポリブタジエン等のポリオレフィン樹脂；ポリメチ
ルメタクリレート、ポリメチルアクリレート等のアクリル樹脂；ポリアルキレンテレフタ
レート、ポリスルホン、ポリカーボネート、ポリアミド、フェノールホルムアルデヒド樹
脂、メラミンホルムアルデヒド樹脂、ベンゾグアナミンホルムアルデヒド樹脂、尿素ホル
ムアルデヒド樹脂、フェノール樹脂、メラミン樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、尿素樹脂、
エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、飽和ポリエステル樹脂、ポリスルホン、ポリフ
ェニレンオキサイド、ポリアセタール、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリエーテルエ
ーテルケトン、ポリエーテルスルホン、及び、エチレン性不飽和基を有する種々の重合性
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単量体を１種もしくは２種以上重合させて得られる重合体等が挙げられる。また、エチレ
ン性不飽和基を有する種々の重合性単量体を１種もしくは２種以上重合させることにより
、光硬化性導電材料に適した任意の圧縮時の物性を有する樹脂粒子を設計及び合成可能で
ある。また、基材粒子の硬度を好適な範囲に容易に制御できるので、上記樹脂粒子の材料
は、エチレン性不飽和基を複数有する重合性単量体を１種又は２種以上重合させた重合体
であることが好ましい。
【００８４】
　上記樹脂粒子を、エチレン性不飽和基を有する単量体を重合させて得る場合には、該エ
チレン性不飽和基を有する単量体としては、非架橋性の単量体と架橋性の単量体とが挙げ
られる。
【００８５】
　上記非架橋性の単量体としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン等のスチレン
系単量体；（メタ）アクリル酸、マレイン酸、無水マレイン酸等のカルボキシル基含有単
量体；メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）ア
クリレート、ブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、
ラウリル（メタ）アクリレート、セチル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アク
リレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート等
のアルキル（メタ）アクリレート類；２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、グリ
セロール（メタ）アクリレート、ポリオキシエチレン（メタ）アクリレート、グリシジル
（メタ）アクリレート等の酸素原子含有（メタ）アクリレート類；（メタ）アクリロニト
リル等のニトリル含有単量体；メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、プロピル
ビニルエーテル等のビニルエーテル類；酢酸ビニル、酪酸ビニル、ラウリン酸ビニル、ス
テアリン酸ビニル等の酸ビニルエステル類；エチレン、プロピレン、イソプレン、ブタジ
エン等の不飽和炭化水素；トリフルオロメチル（メタ）アクリレート、ペンタフルオロエ
チル（メタ）アクリレート、塩化ビニル、フッ化ビニル、クロルスチレン等のハロゲン含
有単量体等が挙げられる。
【００８６】
　上記架橋性の単量体としては、例えば、テトラメチロールメタンテトラ（メタ）アクリ
レート、テトラメチロールメタントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタンジ
（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ジペンタエ
リスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アク
リレート、グリセロールトリ（メタ）アクリレート、グリセロールジ（メタ）アクリレー
ト、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）プロピレングリコー
ルジ（メタ）アクリレート、（ポリ）テトラメチレングリコールジ（メタ）アクリレート
、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート等の多官能（メタ）アクリレート類；
トリアリル（イソ）シアヌレート、トリアリルトリメリテート、ジビニルベンゼン、ジア
リルフタレート、ジアリルアクリルアミド、ジアリルエーテル、γ－（メタ）アクリロキ
シプロピルトリメトキシシラン、トリメトキシシリルスチレン、ビニルトリメトキシシラ
ン等のシラン含有単量体等が挙げられる。
【００８７】
　上記エチレン性不飽和基を有する重合性単量体を、公知の方法により重合させることで
、上記樹脂粒子が得られる。この方法としては、例えば、ラジカル重合開始剤の存在下で
懸濁重合する方法、及び非架橋の種粒子を用いてラジカル重合開始剤とともに単量体を膨
潤させて重合する方法等が挙げられる。
【００８８】
　上記基材粒子が金属粒子を除く無機粒子又は有機無機ハイブリッド粒子である場合には
、基材粒子の材料である無機物としては、シリカ及びカーボンブラック等が挙げられる。
上記シリカにより形成された粒子としては特に限定されないが、例えば、加水分解性のア
ルコキシシリル基を２つ以上有するケイ素化合物を加水分解して架橋重合体粒子を形成し
た後に、必要に応じて焼成を行うことにより得られる粒子が挙げられる。上記有機無機ハ



(13) JP 6285788 B2 2018.2.28

10

20

30

40

50

イブリッド粒子としては、例えば、架橋したアルコキシシリルポリマーとアクリル樹脂と
により形成された有機無機ハイブリッド粒子等が挙げられる。
【００８９】
　上記基材粒子が金属粒子である場合には、該金属粒子の材料である金属としては、銀、
銅、ニッケル、ケイ素、金及びチタン等が挙げられる。但し、基材粒子は金属粒子ではな
いことが好ましい。
【００９０】
　上記基材粒子の平均粒子径は、好ましくは０．１μｍ以上、より好ましくは０．５μｍ
以上、より一層好ましくは１μｍ以上、更に好ましくは１．５μｍ以上、特に好ましくは
２μｍ以上、好ましくは１０００μｍ以下、より好ましくは５００μｍ以下、より一層好
ましくは３００μｍ以下、更に好ましくは１００μｍ以下、更に好ましくは５０μｍ以下
、更に一層好ましくは３０μｍ以下、特に好ましくは５μｍ以下、最も好ましくは３μｍ
以下である。基材粒子の平均粒子径が上記下限以上であると、上記導電性粒子と電極との
接触面積が大きくなるため、電極間の導通信頼性がより一層高くなり、上記導電性粒子を
介して接続された電極間の接続抵抗がより一層低くなる。さらに、基材粒子の表面に導電
部を無電解めっきにより形成する際に凝集し難くなり、凝集した上記導電性粒子が形成さ
れにくくなる。基材粒子の平均粒子径が上記上限以下であると、上記導電性粒子が十分に
圧縮されやすく、電極間の接続抵抗がより一層低くなり、更に電極間の間隔が狭くなる。
【００９１】
　上記基材粒子の平均粒子径は、０．１μｍ以上、５μｍ以下であることが特に好ましい
。上記基材粒子の平均粒子径が０．１～５μｍの範囲内であると、電極間の間隔が小さく
なり、かつ導電部の厚みを厚くしても、小さい上記導電性粒子が得られる。電極間の間隔
をより一層小さくしたり、導電部の厚みを厚くしても、より一層小さい上記導電性粒子を
得たりする観点からは、上記基材粒子の平均粒子径は、好ましくは０．５μｍ以上、より
好ましくは２μｍ以上、好ましくは３μｍ以下である。
【００９２】
　上記基材粒子の上記平均粒子径は数平均粒子径を示す。該平均粒子径は、例えばコール
ターカウンター（ベックマンコールター社製）を用いて測定可能である。
【００９３】
　上記導電部の厚み（複数の導電部がある場合には、複数の導電部全体の厚み）は、好ま
しくは５ｎｍ以上、より好ましくは１０ｎｍ以上、更に好ましくは２０ｎｍ以上、特に好
ましくは５０ｎｍ以上、好ましくは１０００ｎｍ以下、より好ましくは８００ｎｍ以下、
更に好ましくは５００ｎｍ以下、特に好ましくは４００ｎｍ以下、最も好ましくは３００
ｎｍ以下である。上記導電部の厚みが上記下限以上であると、上記導電性粒子の導電性が
より一層良好になる。上記導電部の厚みが上記上限以下であると、基材粒子と導電部との
熱膨張率の差が小さくなり、基材粒子から導電部が剥離し難くなる。
【００９４】
　上記基材粒子の表面上に上記導電部を形成する方法としては、無電解めっきにより上記
導電部を形成する方法、並びに電気めっきにより上記導電部を形成する方法等が挙げられ
る。
【００９５】
　上記導電部は、金属を含むことが好ましい。上記導電部の材料である金属は、特に限定
されない。該金属としては、例えば、金、銀、銅、白金、パラジウム、亜鉛、鉛、アルミ
ニウム、コバルト、インジウム、ニッケル、クロム、チタン、アンチモン、ビスマス、ゲ
ルマニウム、モリブデン、タングステン及びカドミウム、並びにこれらの合金等が挙げら
れる。また、上記金属として、錫ドープ酸化インジウム（ＩＴＯ）を用いてもよい。上記
金属は１種のみが用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００９６】
　上記導電性粒子は表面に、複数の突起を有することが好ましい。特に、上記導電性粒子
の表面上に光反射粒子が付着している場合に、上記導電性粒子は表面に、複数の突起を有
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することが好ましい。上記芯物質が上記導電部中に埋め込まれていることによって、上記
導電部の外表面に突起を容易に形成可能である。上記突起によって、上記光硬化性導電材
料が光反射粒子を含んでいても、上記導電性粒子と上記電極とを効果的に接触させること
ができる。このため、上記接続信頼性及び上記導通信頼性の双方が高くなる。上記導電性
粒子により接続される電極の表面には、酸化被膜が形成されていることが多い。突起を有
する導電性粒子を用いた場合には、電極間に上記導電性粒子を配置して圧着させることに
より、突起により上記酸化被膜が効果的に排除される。このため、電極と上記導電性粒子
とがより一層確実に接触し、電極間の接続抵抗がより一層低くなる。さらに、突起によっ
て、上記導電性粒子と電極との間のバインダー樹脂が効果的に排除される。このため、電
極間の導通信頼性が高くなる。
【００９７】
　上記導電性粒子は導電性の表面に複数の突起を有することが好ましい。上記導電性粒子
における上記突起の平均高さは好ましくは５０ｎｍ以上、より好ましくは１００ｎｍ以上
、更に好ましくは２００ｎｍ以上、好ましくは６００ｎｍ以下、より好ましくは５５０ｎ
ｍ以下、更に好ましくは５００ｎｍ以下である。上記突起の平均高さが上記下限以上及び
上記上限以下であると、電極間の導通信頼性がより一層高くなり、かつ電極間の接続抵抗
がより一層低くなり、かつ接続対象部材の接続信頼性がより一層高くなる。
【００９８】
　上記導電性粒子の表面積１μｍ２あたりの上記突起の数（平均個数）は好ましくは１個
以上、より好ましくは２個以上、更に好ましくは５個以上、好ましくは４０個以下、より
好ましくは３５個以下、更に好ましくは３０個以下である。上記突起の数が上記下限以上
及び上記上限以下であると、電極間の導通信頼性がより一層高くなり、かつ電極間の接続
抵抗がより一層低くなり、かつ接続対象部材の接続信頼性がより一層高くなる。
【００９９】
　上記導電性粒子の全表面積１００％中、上記突起がある部分の表面積は、好ましくは１
５％以上、より好ましくは２０％以上、好ましくは８０％以下、より好ましくは７０％以
下である。上記導電性粒子の全表面積１００％中、上記突起がない部分の表面積は、好ま
しくは２０％以上、より好ましくは３０％以上、好ましくは８５％以下、より好ましくは
８０％以下である。上記突起がある部分の表面積が相対的に多くなると、導通性がより一
層良好になる。上記突起がない部分の表面積が相対的に多くなると、絶縁性がより一層良
好になる。
【０１００】
　上記導電性粒子における上記突起の平均高さ、上記突起の個数、上記突起がある部分の
表面積及び上記突起がない部分の表面積は、ＳＥＭ観察写真を画像解析することにより、
測定可能である。
【０１０１】
　電極間の導通信頼性をより一層高める観点からは、上記導電性粒子の平均粒子径は、好
ましくは１．５μｍ以上、より好ましくは２．５μｍ以上、好ましくは１０μｍ以下、よ
り好ましくは５μｍ以下である。
【０１０２】
　上記導電性粒子の平均粒子径は、数平均粒子径を示す。上記平均粒子径は、粒度分布測
定装置等を用いて求められる。
【０１０３】
　上記導電性粒子の表面に突起を形成する方法としては、基材粒子の表面に芯物質を付着
させた後、無電解めっきにより導電部を形成する方法、並びに基材粒子の表面に無電解め
っきにより導電部を形成した後、芯物質を付着させ、更に無電解めっきにより導電部を形
成する方法等が挙げられる。上記突起を形成する他の方法としては、基材粒子の表面上に
、第１の導電部を形成した後、該第１の導電部上に芯物質を配置し、次に第２の導電部を
形成する方法、並びに基材粒子の表面上に導電部を形成する途中段階で、芯物質を添加す
る方法等が挙げられる。
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【０１０４】
　上記基材粒子の表面に芯物質を付着させる方法としては、例えば、基材粒子の分散液中
に、芯物質を添加し、基材粒子の表面に芯物質を、例えば、ファンデルワールス力により
集積させ、付着させる方法、並びに基材粒子を入れた容器に、芯物質を添加し、容器の回
転等による機械的な作用により基材粒子の表面に芯物質を付着させる方法等が挙げられる
。なかでも、付着させる芯物質の量を制御しやすいため、分散液中の基材粒子の表面に芯
物質を集積させ、付着させる方法が好ましい。
【０１０５】
　上記芯物質の材料としては、導電性物質及び非導電性物質が挙げられる。上記導電性物
質としては、金属、金属の酸化物、黒鉛等の導電性非金属及び導電性ポリマー等が挙げら
れる。上記導電性ポリマーとしては、ポリアセチレン等が挙げられる。上記非導電性物質
としては、シリカ、アルミナ及びジルコニア等が挙げられる。なかでも、導電性を高める
ことができ、更に接続抵抗を効果的に低くすることができるので、金属が好ましい。上記
芯物質は金属粒子であることが好ましい。
【０１０６】
　上記金属としては、例えば、金、銀、銅、白金、亜鉛、鉄、鉛、錫、アルミニウム、コ
バルト、インジウム、ニッケル、クロム、チタン、アンチモン、ビスマス、ゲルマニウム
及びカドミウム等の金属、並びに錫－鉛合金、錫－銅合金、錫－銀合金、錫－鉛－銀合金
及び炭化タングステン等の２種類以上の金属で構成される合金等が挙げられる。なかでも
、ニッケル、銅、銀又は金が好ましく、銅、銀又は金が更に好ましく、銀又は金が特に好
ましい。導電部の外表面の材料がこれらの好ましい金属を含むことが好ましい。上記芯物
質の材料である金属は、上記導電部の材料である金属と同じであってもよく、異なってい
てもよい。上記芯物質の材料は、ニッケルを含むことが好ましい。また、上記金属の酸化
物としては、アルミナ、シリカ及びジルコニア等が挙げられる。
【０１０７】
　上記芯物質の形状は特に限定されない。芯物質の形状は塊状であることが好ましい。芯
物質としては、例えば、粒子状の塊、複数の微小粒子が凝集した凝集塊、及び不定形の塊
等が挙げられる。
【０１０８】
　上記芯物質の平均径（平均粒子径）は、好ましくは０．００１μｍ以上、より好ましく
は０．０５μｍ以上、好ましくは０．９μｍ以下、より好ましくは０．２μｍ以下である
。上記芯物質の平均径が上記下限以上及び上記上限以下であると、電極間の接続抵抗が効
果的に低くなる。
【０１０９】
　上記芯物質の平均径（平均粒子径）は、数平均径（数平均粒子径）を示す。芯物質の平
均径は、任意の芯物質５０個を電子顕微鏡又は光学顕微鏡にて観察し、平均値を算出する
ことにより求められる。
【０１１０】
　上記導電性粒子は、上記導電性粒子の表面上に配置された絶縁物質を備えることが好ま
しい。この場合には、上記導電性粒子を電極間の接続に用いると、隣接する電極間の短絡
を防止できる。具体的には、複数の上記導電性粒子が接触したときに、複数の導電性粒子
間に絶縁物質が存在するので、上下の電極間ではなく横方向に隣り合う電極間の短絡を防
止できる。なお、電極間の接続の際に、２つの電極で上記導電性粒子を加圧することによ
り、導電層と電極との間の絶縁物質を容易に排除できる。上記絶縁物質の材料の屈折率は
１．６未満であってもよい。
【０１１１】
　電極間の圧着時に上記絶縁物質をより一層容易に排除できることから、上記絶縁物質は
、絶縁粒子であることが好ましい。
【０１１２】
　上記絶縁物質の材料は、有機物質又は有機無機ハイブリッド物質であることが好ましい
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。すなわち、上記絶縁物質（絶縁粒子など）は、有機物質又は有機無機ハイブリッド物質
により形成されていることが好ましい。
【０１１３】
　上記絶縁物質の材料である絶縁性樹脂の具体例としては、ポリオレフィン類、（メタ）
アクリレート重合体、（メタ）アクリレート共重合体、ブロックポリマー、熱可塑性樹脂
、熱可塑性樹脂の架橋物、熱硬化性樹脂及び水溶性樹脂等が挙げられる。
【０１１４】
　上記ポリオレフィン類としては、ポリエチレン、エチレン－酢酸ビニル共重合体及びエ
チレン－アクリル酸エステル共重合体等が挙げられる。上記（メタ）アクリレート重合体
としては、ポリメチル（メタ）アクリレート、ポリエチル（メタ）アクリレート及びポリ
ブチル（メタ）アクリレート等が挙げられる。上記ブロックポリマーとしては、ポリスチ
レン、スチレン－アクリル酸エステル共重合体、ＳＢ型スチレン－ブタジエンブロック共
重合体、及びＳＢＳ型スチレン－ブタジエンブロック共重合体、並びにこれらの水素添加
物等が挙げられる。上記熱可塑性樹脂としては、ビニル重合体及びビニル共重合体等が挙
げられる。上記熱硬化性樹脂としては、エポキシ樹脂、フェノール樹脂及びメラミン樹脂
等が挙げられる。上記水溶性樹脂としては、ポリビニルアルコール、ポリアクリル酸、ポ
リアクリルアミド、ポリビニルピロリドン、ポリエチレンオキシド及びメチルセルロース
等が挙げられる。なかでも、水溶性樹脂が好ましく、ポリビニルアルコールがより好まし
い。
【０１１５】
　上記導電性粒子の表面上に絶縁物質を配置する方法としては、化学的方法、及び物理的
もしくは機械的方法等が挙げられる。上記化学的方法としては、例えば、界面重合法、粒
子存在下での懸濁重合法及び乳化重合法等が挙げられる。上記物理的もしくは機械的方法
としては、スプレードライ、ハイブリダイゼーション、静電付着法、噴霧法、ディッピン
グ及び真空蒸着による方法等が挙げられる。なかでも、絶縁物質が脱離し難いことから、
上記導電性粒子の表面に、化学結合を介して上記絶縁物質を配置する方法が好ましい。
【０１１６】
　上記絶縁物質の平均径（平均粒子径）は、上記導電性粒子の粒子径及び上記導電性粒子
の用途等によって適宜選択できる。上記絶縁物質の平均径（平均粒子径）は好ましくは０
．００５μｍ以上、より好ましくは０．０１μｍ以上、好ましくは１μｍ以下、より好ま
しくは０．５μｍ以下である。絶縁物質の平均径が上記下限以上であると、上記導電性粒
子がバインダー樹脂中に分散されたときに、複数の上記導電性粒子における導電性粒子同
士が接触し難くなる。絶縁粒子の平均径が上記上限以下であると、電極間の接続の際に、
電極と導電性粒子との間の絶縁物質を排除するために、圧力を高くしすぎる必要がなくな
り、高温に加熱する必要もなくなる。
【０１１７】
　上記絶縁物質の「平均径（平均粒子径）」は、数平均径（数平均粒子径）を示す。絶縁
物質の平均径は、粒度分布測定装置等を用いて求められる。
【０１１８】
　（光反射粒子）
　上記光硬化性導電材料は、光反射粒子を有する。上記光反射粒子の材料の屈折率は、１
．６以上である。従って、上記光反射粒子は、光反射性を有する。光反射効率をより一層
高める観点からは、上記屈折率は高いほどよい。上記光反射粒子の材料の屈折率は、好ま
しくは１．７以上、より好ましくは１．８以上である。
【０１１９】
　上記光反射粒子の材料は、屈折率が１．６以上であれば特に限定されない。上記光反射
粒子の材料としては、ＴｉＯ２（酸化チタン）、ＺｎＯ（酸化亜鉛）及びＡｌ２Ｏ３（ア
ルミナ）等が挙げられる。
【０１２０】
　上記光反射粒子は、無機物質を含むことが好ましく、金属物質を除く無機物質を含むこ



(17) JP 6285788 B2 2018.2.28

10

20

30

40

50

とが好ましい。上記光反射粒子は、無機粒子単独でもよいが、無機粒子が樹脂で被覆され
た粒子や、無機粒子が樹脂粒子内部に分散された粒子でもよい。
【０１２１】
　光の反射効率をより一層高め、かつ接続対象部材の接続信頼性をより一層高める観点か
らは、上記光反射粒子の材料は、ＴｉＯ２、ＺｎＯ又はＡｌ２Ｏ３であることが好ましい
。
【０１２２】
　上記光硬化性導電材料は、上記導電性粒子の表面上に付着していない光反射粒子を含む
ことが好ましい。また、上記光反射粒子の少なくとも一部が、上記導電性粒子の表面上に
付着していることが好ましい。
【０１２３】
　上記導電性粒子の表面積全体に占める上記光反射粒子により被覆されている部分の面積
である被覆率（被覆率Ｘ１と記載することがある）は、好ましくは１０％以上、より好ま
しくは１５％以上、更に好ましくは２０％以上、特に好ましくは３０％以上、最も好まし
くは４０％以上、好ましくは９０％以下、より好ましくは８０％以下、更に好ましくは７
０％以下である。上記被覆率Ｘ１が上記下限以上及び上記上限以下であると、電極間の導
通信頼性がより一層高くなり、かつ電極間の接続抵抗がより一層低くなり、かつ接続対象
部材の接続信頼性がより一層高くなる。
【０１２４】
　上記導電性粒子の表面積全体に占める上記光反射粒子により被覆されている部分の面積
である被覆率Ｘは、以下のようにして求められる。
【０１２５】
　走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）での観察により１００個の導電性粒子を観察して、導電性
粒子の被覆率Ｘ１（％）（付着率Ｘ１（％）ともいう）を求める。上記被覆率Ｘ１は、上
記導電性粒子の表面積全体に占める光反射粒子により被覆されている部分の面積（投影面
積）である。
【０１２６】
　具体的には、図１０に示すように、上記被覆率は、導電性粒子Ａを一方向から走査型電
子顕微鏡（ＳＥＭ）で観察した場合、導電性粒子Ａの導電部の外表面（外周縁）の円内に
存在する光反射粒子Ｂ１を１個、導電性粒子Ａの導電部の外表面（外周縁）の円周上に存
在する光反射粒子Ｂ２を０．５個とカウントし、導電性粒子Ａの投影面積に対する光反射
粒子の投影面積の割合で示す。
【０１２７】
　すなわち、上記被覆率Ｘ１は下記式（１）で表される。
【０１２８】
　被覆率Ｘ１（％）＝（（（円内の光反射粒子の数）×１＋（円周上の光反射粒子の数）
×０．５）×光反射粒子の投影面積）／（導電性粒子の投影面積）×１００　・・・式（
１）
【０１２９】
　光の反射効率をより一層高めるために、上記絶縁物質及び上記光反射粒子が、上記導電
性粒子の表面上に付着していることが好ましい。上記絶縁物質及び上記光反射粒子による
被覆によって、特にニッケル導電部などにおける光の吸収が抑えられる。光の反射効率を
更に一層高めるために、上記導電性粒子の表面積全体に占める上記絶縁物質及び上記光反
射粒子により被覆されている部分の面積である被覆率（被覆率Ｘ２と記載することがある
）は好ましくは５０％以上、より好ましくは６０％以上、更に好ましくは７０％以上であ
る。被覆率Ｘ２は、９５％以下であってもよく、９０％以下であってもよく、８５％以下
であってもよく、８０％以下であってもよい。被覆率Ｘ２は、上記被覆率Ｘ１の求め方に
おいて、絶縁物質を光反射粒子と同様の方法でカウントすることで求められる。
【０１３０】
　上記導電性粒子の表面上に光反射粒子を付着させる方法としては、化学的方法、及び物
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理的もしくは機械的方法等が挙げられる。上記化学的方法としては、ファンデルワールス
力又は静電気力によるヘテロ凝集法により、導電性粒子の表面上に光反射粒子を付着させ
、さらに必要に応じて化学結合させる方法が挙げられる。上記物理的もしくは機械的方法
としては、スプレードライ、ハイブリダイゼーション、静電付着法、噴霧法、ディッピン
グ及び真空蒸着による方法等が挙げられる。なかでも、上記光反射粒子が脱離し難いこと
から、上記導電性粒子の表面上に、化学結合を介して上記光反射粒子を付着させる方法が
好ましい。
【０１３１】
　上記光反射粒子は、ヘテロ凝集によって導電性粒子の表面上に付着させるために極性官
能基を有することが好ましい。該極性官能基としては、例えば、アンモニウム基、スルホ
ニウム基、リン酸基及びヒドロキシシリル基等が挙げられる。上記極性官能基は、上記極
性官能基と不飽和二重結合とを有する単量体を共重合することによって導入可能である。
【０１３２】
　上記アンモニウム基を有する単量体としては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリ
レート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアクリルアミド、及びＮ，Ｎ，Ｎ－トリメチル
－Ｎ－２－メタクリロイルオキシエチルアンモニウムクロライド等が挙げられる。上記ス
ルホニウムを有する単量体としては、メタクリル酸フェニルジメチルスルホニウムメチル
硫酸塩等が挙げられる。上記リン酸基を有する単量体としては、アシッドホスホオキシエ
チルメタクリレート、アシッドホスホオキシプロピルメタクリレート、アシッドホスホオ
キシポリオキシエチレングリコールモノメタクリレート、及びアシッドホスホオキシポリ
オキシプロピレングリコールモノメタクリレート等が挙げられる。上記ヒドロキシシリル
基を有する単量体としては、ビニルトリヒドロキシシラン、及び３－メタクリロキシプロ
ピルトリヒドロキシシラン等が挙げられる。
【０１３３】
　上記光反射粒子の表面に極性官能基を導入する別の方法としては、上記不飽和二重結合
を有する単量体を重合する際の開始剤として、極性基を有するラジカル開始剤を用いる方
法が挙げられる。上記ラジカル開始剤としては、例えば、２，２’－アゾビス｛２－メチ
ル－Ｎ－［２－（１－ヒドロキシ－ブチル）］－プロピオンアミド｝、２，２’－アゾビ
ス［２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］、及び２，２’－アゾビス（２－ア
ミジノプロパン）及びこれらの塩等が挙げられる。
【０１３４】
　接続対象部材の接続信頼性及び電極間の導通信頼性をより一層高める観点からは、上記
導電性粒子における上記突起の平均高さが、上記光反射粒子の平均粒子径よりも大きいこ
とが好ましい。本発明では、光反射粒子の平均粒子径は小さくてもよい。上記導電性粒子
における上記突起の平均高さは、上記光反射粒子の平均粒子径の１．５倍以上であること
が好ましく、２倍以上であることがより好ましく、２．５倍以上であることが更に好まし
い。上記導電性粒子における上記突起の平均高さは、上記光反射粒子の平均粒子径の１５
０倍以下であることが好ましく、１００倍以下であることがより好ましい。
【０１３５】
　上記光硬化性導電材料に含まれている光反射粒子の全個数１００％中、導電性粒子の表
面に付着している光反射粒子の個数の割合は、０％であってもよく、１％以上であっても
よく、１０％以上であってもよく、２０％以上であってもよく、１００％であってもよく
、９９％以下であってもよく、９０％以下であってもよい。
【０１３６】
　上記光反射粒子の平均粒子径は、好ましくは３０ｎｍ以上、より好ましくは６０ｎｍ以
上、好ましくは６００ｎｍ以下、より好ましくは４００ｎｍ以下、更に好ましくは３００
ｎｍ以下である。
【０１３７】
　電極間の導通信頼性をより一層高める観点からは、上記光反射粒子が上記導電性粒子の
表面上に付着していない場合に、上記光反射粒子の平均粒子径は、好ましくは３０ｎｍ以
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上、より好ましくは６０ｎｍ以上、好ましくは６００ｎｍ以下、より好ましくは４００ｎ
ｍ以下である。
【０１３８】
　電極間の導通信頼性をより一層高める観点からは、上記光反射粒子が上記導電性粒子の
表面上に付着している場合に、上記光反射粒子の平均粒子径は、好ましくは３０ｎｍ以上
、より好ましくは６０ｎｍ以上、好ましくは４００ｍ以下、より好ましくは３００ｎｍ以
下である。
【０１３９】
　上記光反射粒子の平均粒子径は、数平均粒子径を示す。上記平均粒子径は、粒度分布測
定装置等を用いて求められる。
【０１４０】
　（光硬化性導電材料）
　上記光硬化性導電材料は、電極間の電気的な接続に用いられ、回路接続材料であること
が好ましい。上記光硬化性導電材料は、上述した導電性粒子と、上記光反射粒子と、光硬
化性を有するバインダー樹脂とを含む。上記光硬化性導電材料は、異方性導電材料である
ことが好ましい。該異方性導電材料には、上下の電極間を導通するための導電材料が含ま
れる。
【０１４１】
　上記光硬化性導電材料は、導電ペースト及び導電フィルムとして使用され得る。上記光
硬化性導電材料が導電フィルムである場合には、上記導電性粒子を含む導電フィルムに、
上記導電性粒子及び導電性粒子を含まないフィルムが積層されていてもよい。上記導電ペ
ーストは、異方性導電ペーストであることが好ましい。上記導電フィルムは、異方性導電
フィルムであることが好ましい。
【０１４２】
　接続構造体における接続部にボイドが発生するのを抑制し、導通信頼性をより一層高め
る観点からは、上記光硬化性導電材料は、導電ペーストであることが好ましい。上記光硬
化性導電材料は、導電ペーストであり、かつペースト状の状態で接続対象部材の上面に塗
工されることが好ましい。
【０１４３】
　上記バインダー樹脂は光硬化性を有する。上記バインダー樹脂は、光硬化性化合物（光
の照射により硬化可能な化合物）と、光硬化開始剤とを含むことが好ましい。上記バイン
ダー樹脂は、熱硬化性及び光硬化性を有することが好ましい。上記バインダー樹脂は、光
硬化性化合物（光の照射により硬化可能な化合物）と、光硬化開始剤と、熱硬化性化合物
（熱の付与により硬化可能な化合物）と、熱硬化剤とを含むことも好ましい。
【０１４４】
　上記バインダー樹脂は、熱硬化性及び光硬化性を有することが好ましい。この場合には
、例えば、熱の付与により光硬化性導電材料の流動性を低下させた後に、光の照射により
光硬化性導電材料を硬化させることができる。このため、光硬化性導電材料が過度に濡れ
拡がるのを抑えることができる。
【０１４５】
　本発明に係る光硬化性導電材料は、熱の付与後に光の照射が行われ、熱の付与及び光の
照射により上記バインダー樹脂を硬化させて用いられることが好ましい。このようにバイ
ンダー樹脂を硬化させることで、本発明の効果がより一層効果的に得られる。
【０１４６】
　上記バインダー樹脂中に上記導電性粒子を分散させる方法は、従来公知の分散方法を用
いることができ特に限定されない。上記バインダー樹脂中に上記導電性粒子を分散させる
方法としては、例えば、上記バインダー樹脂中に上記導電性粒子を添加した後、プラネタ
リーミキサー等で混練して分散させる方法、上記導電性粒子を水又は有機溶剤中にホモジ
ナイザー等を用いて均一に分散させた後、上記バインダー樹脂中に添加し、プラネタリー
ミキサー等で混練して分散させる方法、並びに上記バインダー樹脂を水又は有機溶剤等で
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希釈した後、上記導電性粒子を添加し、プラネタリーミキサー等で混練して分散させる方
法等が挙げられる。上記光反射粒子についても、上記導電性粒子と同様の分散方法を適用
可能である。
【０１４７】
　上記光硬化性導電材料１００重量％中、上記バインダー樹脂の含有量は好ましくは１０
重量％以上、より好ましくは３０重量％以上、更に好ましくは５０重量％以上、好ましく
は９０．９８重量％以下である。上記バインダー樹脂の含有量が上記下限以上及び上記上
限以下であると、電極間に上記導電性粒子が効率的に配置され、電極間の導通信頼性がよ
り一層高くなる。
【０１４８】
　上記光硬化性導電材料１００重量％中、上記導電性粒子の含有量は好ましくは０．０１
重量％以上、より好ましくは０．１重量％以上、更に好ましくは１重量％以上、特に好ま
しくは５重量％以上、好ましくは８０重量％以下、より好ましくは４０重量％以下、更に
好ましくは３０重量％以下、特に好ましくは２０重量％以下、最も好ましくは１０重量％
以下である。上記導電性粒子の含有量が上記下限以上及び上記上限以下であると、電極間
の導通信頼性がより一層高くなる。
【０１４９】
　上記光硬化性導電材料１００重量％中、上記光反射粒子の含有量は好ましくは０．０１
重量％以上、より好ましくは０．１重量％以上、更に好ましくは１重量％以上、特に好ま
しくは５重量％以上、好ましくは９５重量％以下、より好ましくは９０重量％以下、更に
好ましくは８５重量％以下、特に好ましくは８０重量％以下、最も好ましくは７５重量％
以下である。上記光反射粒子の含有量が上記下限以上及び上記上限以下であると、電極間
の導通信頼性がより一層高くなる。
【０１５０】
　光硬化性化合物：
　光の照射によって硬化するように、上記光硬化性導電材料は、光硬化性化合物を含む。
【０１５１】
　上記光硬化性化合物としては特に限定されず、（メタ）アクリロイル基を有する光硬化
性化合物及び環状エーテル基を有する光硬化性化合物等が挙げられる。
【０１５２】
　上記光硬化性化合物は、（メタ）アクリロイル基を有する光硬化性化合物であることが
好ましい。（メタ）アクリロイル基を有する光硬化性化合物の使用により、電極間の導通
信頼性がより一層高くなる。電極間の導通信頼性を効果的に高める観点からは、上記光硬
化性化合物は、（メタ）アクリロイル基を１個又は２個有することが好ましい。
【０１５３】
　上記（メタ）アクリロイル基を有する光硬化性化合物としては、エポキシ基及びチイラ
ン基を有さず、かつ（メタ）アクリロイル基を有する光硬化性化合物、及びエポキシ基又
はチイラン基を有し、かつ（メタ）アクリロイル基を有する光硬化性化合物が挙げられる
。
【０１５４】
　上記（メタ）アクリロイル基を有する光硬化性化合物として、（メタ）アクリル酸と水
酸基を有する化合物とを反応させて得られるエステル化合物、（メタ）アクリル酸とエポ
キシ化合物とを反応させて得られるエポキシ（メタ）アクリレート、又はイソシアネート
に水酸基を有する（メタ）アクリル酸誘導体を反応させて得られるウレタン（メタ）アク
リレート等が好適に用いられる。上記「（メタ）アクリロイル基」は、アクリロイル基と
メタクリロイル基とを示す。上記「（メタ）アクリル」は、アクリルとメタクリルとを示
す。上記「（メタ）アクリレート」は、アクリレートとメタクリレートとを示す。
【０１５５】
　上記（メタ）アクリル酸と水酸基を有する化合物とを反応させて得られるエステル化合
物は特に限定されない。該エステル化合物として、単官能のエステル化合物、２官能のエ
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ステル化合物及び３官能以上のエステル化合物のいずれも用いることができる。
【０１５６】
　上記エポキシ基又はチイラン基を有し、かつ（メタ）アクリロイル基を有する光硬化性
化合物は、エポキシ基を２個以上又はチイラン基を２個以上有する化合物の一部のエポキ
シ基又は一部のチイラン基を、（メタ）アクリロイル基に変換することにより得られた光
硬化性化合物であることが好ましい。このような光硬化性化合物は、部分（メタ）アクリ
レート化エポキシ化合物又は部分（メタ）アクリレート化エピスルフィド化合物である。
【０１５７】
　上記光硬化性化合物は、エポキシ基を２個以上又はチイラン基を２個以上有する化合物
と、（メタ）アクリル酸との反応物であることが好ましい。この反応物は、エポキシ基を
２個以上又はチイラン基を２個以上有する化合物と（メタ）アクリル酸とを、常法に従っ
て触媒の存在下で反応することにより得られる。エポキシ基又はチイラン基の２０％以上
が（メタ）アクリロイル基に変換（転化率）されていることが好ましい。該転化率は、よ
り好ましくは３０％以上、好ましくは８０％以下、より好ましくは７０％以下である。エ
ポキシ基又はチイラン基の４０％以上、６０％以下が（メタ）アクリロイル基に変換され
ていることが最も好ましい。
【０１５８】
　上記部分（メタ）アクリレート化エポキシ化合物としては、ビスフェノール型エポキシ
（メタ）アクリレート、クレゾールノボラック型エポキシ（メタ）アクリレート、カルボ
ン酸無水物変性エポキシ（メタ）アクリレート、及びフェノールノボラック型エポキシ（
メタ）アクリレート等が挙げられる。
【０１５９】
　上記光硬化性化合物として、エポキシ基を２個以上又はチイラン基を２個以上有するフ
ェノキシ樹脂の一部のエポキシ基又は一部のチイラン基を（メタ）アクリロイル基に変換
した変性フェノキシ樹脂を用いてもよい。すなわち、エポキシ基又はチイラン基と（メタ
）アクリロイル基とを有する変性フェノキシ樹脂を用いてもよい。
【０１６０】
　また、上記光硬化性化合物は、架橋性化合物であってもよく、非架橋性化合物であって
もよい。
【０１６１】
　上記架橋性化合物の具体例としては、例えば、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アク
リレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，９－ノナンジオール
ジ（メタ）アクリレート、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ
）プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）ア
クリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、グリセリンメタクリレート
アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパ
ントリメタクリレート、（メタ）アクリル酸アリル、（メタ）アクリル酸ビニル、ジビニ
ルベンゼン、ポリエステル（メタ）アクリレート、及びウレタン（メタ）アクリレート等
が挙げられる。
【０１６２】
　上記非架橋性化合物の具体例としては、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（
メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレ
ート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（
メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、ヘプチル（メタ）アクリレート、
２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソオ
クチル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレー
ト、ウンデシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレート、トリデシル（メ
タ）アクリレート及びテトラデシル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【０１６３】
　光硬化開始剤：
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　上記光硬化開始剤は特に限定されない。上記光硬化開始剤として、従来公知の光硬化開
始剤を使用可能である。上記光硬化開始剤は、１種のみが用いられてもよく、２種以上が
併用されてもよい。
【０１６４】
　上記光硬化開始剤としては、特に限定されず、アセトフェノン光硬化開始剤、ベンゾフ
ェノン光硬化開始剤、チオキサントン、ケタール光硬化開始剤、ハロゲン化ケトン、カチ
オン光硬化開始剤、アシルホスフィノキシド及びアシルホスフォナート等が挙げられる。
【０１６５】
　上記アセトフェノン光硬化開始剤の具体例としては、４－（２－ヒドロキシエトキシ）
フェニル（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－
フェニルプロパン－１－オン、メトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－１，２－
ジフェニルエタン－１－オン、及び２－ヒドロキシ－２－シクロヘキシルアセトフェノン
等が挙げられる。上記ケタール光硬化開始剤の具体例としては、ベンジルジメチルケター
ル等が挙げられる。
【０１６６】
　上記光硬化開始剤は、光ラジカル開始剤であることが好ましい。該光ラジカル開始剤と
しては、特に限定されず、アセトフェノン光ラジカル開始剤、ベンゾフェノン光ラジカル
開始剤、チオキサントン、ケタール光ラジカル開始剤、ハロゲン化ケトン、アシルホスフ
ィノキシド及びアシルホスフォナート等が挙げられる。
【０１６７】
　上記アセトフェノン光ラジカル開始剤の具体例としては、４－（２－ヒドロキシエトキ
シ）フェニル（２－ヒドロキシ－２－プロピル）ケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－
１－フェニルプロパン－１－オン、メトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－１，
２－ジフェニルエタン－１－オン、及び２－ヒドロキシ－２－シクロヘキシルアセトフェ
ノン等が挙げられる。上記ケタール光ラジカル開始剤の具体例としては、ベンジルジメチ
ルケタール等が挙げられる。
【０１６８】
　上記カチオン光硬化開始剤としては、ヨードニウム系カチオン硬化剤、オキソニウム系
カチオン硬化剤及びスルホニウム系カチオン硬化剤等が挙げられる。上記ヨードニウム系
カチオン硬化剤としては、ビス（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ヨードニウムヘキサフ
ルオロホスファート等が挙げられる。上記オキソニウム系カチオン硬化剤としては、トリ
メチルオキソニウムテトラフルオロボラート等が挙げられる。上記スルホニウム系カチオ
ン硬化剤としては、トリ－ｐ－トリルスルホニウムヘキサフルオロホスファート等が挙げ
られる。
【０１６９】
　上記光硬化開始剤の含有量は特に限定されない。上記光硬化性化合物１００重量部に対
して、上記光硬化開始剤の含有量は、好ましくは０．０５重量部以上、より好ましくは０
．１５重量部以上、好ましくは２重量部以下、より好ましくは１重量部以下である。上記
光硬化開始剤の含有量が上記下限以上及び上記上限以下であると、光硬化性導電材料が適
度に光硬化する。
【０１７０】
　熱硬化性化合物：
　上記熱硬化性化合物は熱硬化性を有する。上記熱硬化性化合物は、１種のみが用いられ
てもよく、２種以上が併用されてもよい。
【０１７１】
　上記熱硬化性化合物としては、オキセタン化合物、エポキシ化合物、エピスルフィド化
合物、（メタ）アクリル化合物、フェノール化合物、アミノ化合物、不飽和ポリエステル
化合物、ポリウレタン化合物、シリコーン化合物及びポリイミド化合物等が挙げられる。
【０１７２】
　上記光硬化性導電材料の硬化を容易に制御したり、接続構造体における導通信頼性をよ
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り一層高めたりする観点からは、上記熱硬化性化合物は、エポキシ基又はチイラン基を有
する熱硬化性化合物を含むことが好ましく、チイラン基を有する熱硬化性化合物を含むこ
とがより好ましい。エポキシ基を有する熱硬化性化合物は、エポキシ化合物である。チイ
ラン基を有する熱硬化性化合物は、エピスルフィド化合物である。光硬化性導電材料の硬
化性を高める観点からは、上記熱硬化性化合物１００重量％中、上記エポキシ基又はチイ
ラン基を有する化合物の含有量は、好ましくは１０重量％以上、より好ましくは２０重量
％以上、１００重量％以下である。上記熱硬化性化合物の全量が上記エポキシ基又はチイ
ラン基を有する化合物であってもよい。
【０１７３】
　上記エピスルフィド化合物は、エポキシ基ではなくチイラン基を有するので、低温で速
やかに硬化させることができる。すなわち、チイラン基を有するエピスルフィド化合物は
、エポキシ基を有するエポキシ化合物と比較して、チイラン基に由来してより一層低い温
度で硬化可能である。
【０１７４】
　上記エポキシ基又はチイラン基を有する熱硬化性化合物は、芳香族環を有することが好
ましい。上記芳香族環としては、ベンゼン環、ナフタレン環、アントラセン環、フェナン
トレン環、テトラセン環、クリセン環、トリフェニレン環、テトラフェン環、ピレン環、
ペンタセン環、ピセン環及びペリレン環等が挙げられる。なかでも、上記芳香族環は、ベ
ンゼン環、ナフタレン環又はアントラセン環であることが好ましく、ベンゼン環又はナフ
タレン環であることがより好ましい。また、平面構造を有するためにより一層速やかに硬
化可能であるので、ナフタレン環が好ましい。
【０１７５】
　上記熱硬化性化合物は、フェノキシ樹脂を含んでいてもよい。この場合に、フェノキシ
樹脂と、上記エポキシ基又はチイラン基を有する熱硬化性化合物とを併用してもよい。こ
の場合に、上記エポキシ基又はチイラン基を有する熱硬化性化合物は、フェノキシ樹脂で
はないことが好ましい。
【０１７６】
　接続構造体における電極間の導通信頼性をより一層高める観点からは、上記フェノキシ
樹脂の重量平均分子量は、好ましくは２００００以上、好ましくは７００００以下である
。
【０１７７】
　上記重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測
定されたポリスチレン換算での重量平均分子量を示す。
【０１７８】
　上記フェノキシ樹脂と、上記エポキシ基又はチイラン基を有する熱硬化性化合物とを併
用する場合には、上記バインダー樹脂は、上記フェノキシ樹脂と上記エポキシ基又はチイ
ラン基を有する熱硬化性化合物とを重量比で、１：９９～９９：１で含むことが好ましく
、１０：９０～９０：１０で含むことがより好ましく、２０：８０～８０：２０で含むこ
とが更に好ましく、３０：７０～７０：３０で含むことが特に好ましい。
【０１７９】
　熱硬化性化合物を用いる場合には、光硬化性化合物と熱硬化性化合物との配合比は、光
硬化性化合物と熱硬化性化合物との種類に応じて適宜調整される。上記バインダー樹脂は
、光硬化性化合物と熱硬化性化合物とを重量比で、１：９９～９０：１０で含むことが好
ましく、５：９５～７０：３０で含むことがより好ましく、１０：９０～５０：５０で含
むことが更に好ましい。上記バインダー樹脂は、光硬化性化合物と熱硬化性化合物とを重
量比で、１：９９～５０：５０で含むことが特に好ましい。
【０１８０】
　熱硬化剤：
　上記熱硬化剤は特に限定されない。上記熱硬化剤として、従来公知の熱硬化剤を使用可
能である。上記熱硬化剤としては、イミダゾール硬化剤、アミン硬化剤、フェノール硬化
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剤、ポリチオール硬化剤及び酸無水物等が挙げられる。上記熱硬化剤は、１種のみが用い
られてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【０１８１】
　上記光硬化性導電材料を低温でより一層速やかに硬化可能であるので、上記熱硬化剤は
、イミダゾール硬化剤、ポリチオール硬化剤又はアミン硬化剤であることが好ましい。ま
た、光硬化性導電材料の保存安定性を高めることができるので、潜在性の硬化剤が好まし
い。該潜在性の硬化剤は、潜在性イミダゾール硬化剤、潜在性ポリチオール硬化剤又は潜
在性アミン硬化剤であることが好ましい。上記熱硬化剤は、ポリウレタン樹脂又はポリエ
ステル樹脂等の高分子物質で被覆されていてもよい。
【０１８２】
　上記イミダゾール硬化剤としては、特に限定されず、２－メチルイミダゾール、２－エ
チル－４－メチルイミダゾール、１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾール、１－シ
アノエチル－２－フェニルイミダゾリウムトリメリテート、２，４－ジアミノ－６－［２
’－メチルイミダゾリル－（１’）］－エチル－ｓ－トリアジン及び２，４－ジアミノ－
６－［２’－メチルイミダゾリル－（１’）］－エチル－ｓ－トリアジンイソシアヌル酸
付加物等が挙げられる。
【０１８３】
　上記ポリチオール硬化剤としては、特に限定されず、トリメチロールプロパントリス－
３－メルカプトプロピオネート、ペンタエリスリトールテトラキス－３－メルカプトプロ
ピオネート及びジペンタエリスリトールヘキサ－３－メルカプトプロピオネート等が挙げ
られる。
【０１８４】
　上記アミン硬化剤としては、特に限定されず、ヘキサメチレンジアミン、オクタメチレ
ンジアミン、デカメチレンジアミン、３，９－ビス（３－アミノプロピル）－２，４，８
，１０－テトラスピロ［５．５］ウンデカン、ビス（４－アミノシクロヘキシル）メタン
、メタフェニレンジアミン及びジアミノジフェニルスルホン等が挙げられる。
【０１８５】
　上記熱硬化剤の含有量は特に限定されない。上記熱硬化性化合物１００重量部に対して
、上記熱硬化剤の含有量は、好ましくは５重量部以上、より好ましくは１０重量部以上、
好ましくは４０重量部以下、より好ましくは３０重量部以下、更に好ましくは２０重量部
以下である。上記熱硬化剤の含有量が上記下限以上及び上記上限以下であると、光硬化性
導電材料が十分に熱硬化する。
【０１８６】
　（接続構造体の他の詳細）
　上記接続対象部材としては、具体的には、半導体チップ、コンデンサ及びダイオード等
の電子部品、並びにプリント基板、フレキシブルプリント基板、ガラスエポキシ基板及び
ガラス基板等の回路基板である電子部品等が挙げられる。上記接続対象部材は電子部品で
あることが好ましい。
【０１８７】
　本発明に係る接続構造体の製造方法及び本発明に係る接続構造体は、例えば、フレキシ
ブルプリント基板とガラス基板との接続（ＦＯＧ（Ｆｉｌｍ　ｏｎ　Ｇｌａｓｓ））、半
導体チップとフレキシブルプリント基板との接続（ＣＯＦ（Ｃｈｉｐ　ｏｎ　Ｆｉｌｍ）
）、半導体チップとガラス基板との接続（ＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　ｏｎ　Ｇｌａｓｓ））、又
はフレキシブルプリント基板とガラスエポキシ基板との接続（ＦＯＢ（Ｆｉｌｍ　ｏｎ　
Ｂｏａｒｄ））等に適用できる。なかでも、上記光硬化性導電材料は、ＦＯＧ用途又はＣ
ＯＧ用途に好適であり、ＣＯＧ用途により好適である。上記光硬化性導電材料は、フレキ
シブルプリント基板とガラス基板との接続、又は半導体チップとガラス基板との接続に適
用することが好ましく、半導体チップとガラス基板との接続に適用することがより好まし
い。
【０１８８】
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　本発明に係る接続構造体の製造方法及び本発明に係る接続構造体では、上記第１の接続
対象部材と上記第２の接続対象部材との組み合わせが、ガラス基板とフレキシブルプリン
ト基板又は半導体チップとの組み合わせであることが好ましく、ガラス基板と半導体チッ
プとの組み合わせであることがより好ましい。上記第１の接続対象部材及び上記第２の接
続対象部材のいずれが、ガラス基板であってもよく、フレキシブルプリント基板又は半導
体チップであってもよい。
【０１８９】
　上記接続対象部材に設けられている電極としては、金電極、ニッケル電極、錫電極、ア
ルミニウム電極、銅電極、銀電極、モリブデン電極及びタングステン電極等の金属電極が
挙げられる。上記接続対象部材がフレキシブルプリント基板である場合には、上記電極は
金電極、ニッケル電極、錫電極又は銅電極であることが好ましい。上記接続対象部材がガ
ラス基板である場合には、上記電極はアルミニウム電極、銅電極、モリブデン電極又はタ
ングステン電極であることが好ましい。なお、上記電極がアルミニウム電極である場合に
は、アルミニウムのみで形成された電極であってもよく、金属酸化物層の表面にアルミニ
ウム層が積層された電極であってもよい。上記金属酸化物層の材料としては、３価の金属
元素がドープされた酸化インジウム及び３価の金属元素がドープされた酸化亜鉛等が挙げ
られる。上記３価の金属元素としては、Ｓｎ、Ａｌ及びＧａ等が挙げられる。
【０１９０】
　以下、本発明について、実施例及び比較例を挙げて具体的に説明する。本発明は、以下
の実施例のみに限定されない。
【０１９１】
　（実施例１）
　（１）導電性粒子複合体
　ジビニルベンゼン樹脂粒子（平均粒子径３μｍ）の表面がニッケルめっき層（厚み０．
１μｍ）により被覆されており、かつニッケルめっき層の外表面に突起を有する導電性粒
子と、該導電性粒子の表面上に付着している複数の光反射粒子（材料：酸化チタン（屈折
率２．５２））とを有する導電性粒子複合体を用意した。
【０１９２】
　上記導電性粒子の表面積全体に占める上記光反射粒子により被覆されている部分の面積
である被覆率Ｘ１は６０％であった。上記導電性粒子における突起の平均高さは、３５０
ｎｍであった。上記光反射粒子の平均粒子径は１２０ｎｍであった。上記導電性粒子の全
表面積１００％中、突起がある部分の表面積は５０％であった。上記導電性粒子の全表面
積１００％中、突起がない部分の表面積は５０％であった。上記導電性粒子の表面積１μ
ｍ２あたりの上記突起の数は５個であった。
【０１９３】
　（２）異方性導電フィルム（光硬化性導電材料）の作製
　フェノキシ樹脂（ユニオンカーバイド社製「ＰＫＨＣ」）４５重量部と、ビスフェノー
ルＡ型エポキシ樹脂（三菱化学社製「エピコート１００９」）２５重量部と、光カチオン
重合開始剤（三新化学工業社製「サンエイドＳＩ－８０」）１０重量部と、シランカップ
リング剤（東レダウコーニングシリコーン社製「ＳＨ６０４０」）２重量部と、得られた
導電性粒子複合体２０重量部とをトルエンと混合し、固形分５０％の樹脂組成物を得た。
得られた樹脂組成物を剥離処理されたポリエチレンテレフタレート上に塗布し、溶媒を乾
燥させて、厚みが２０μｍである異方性導電フィルムを得た。
【０１９４】
　（３）接続構造体の作製
　Ｌ／Ｓが１５μｍ／１５μｍのＴｉ－Ａｌ－Ｔｉである複層電極パターンを上面に有す
る透明ガラス基板（第１の接続対象部材）を用意した。また、Ｌ／Ｓが１５μｍ／１５μ
ｍであるニッケル電極パターンを下面に有する半導体チップ（第２の接続対象部材）を用
意した。
【０１９５】
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　上記透明ガラス基板上のチップ搭載部分に、得られた異方性導電フィルムを貼り、次に
、上記半導体チップを電極同士が対向するように積層した。その後、ヘッドの温度を調整
しながら、半導体チップの上面に加圧加熱ヘッドを載せた。接続条件に関しては、１１０
℃、６０ＭＰａで５秒間の加熱及び押圧と、ガラス基板側からの紫外線照射とを同時に行
った。具体的には、加熱及び押圧のみを開始して２秒経過後から紫外線照射を開始し、加
熱押圧開始から１０秒後に加熱及び押圧と紫外線照射とを同時に終了させた。その後、圧
力を開放して、接続構造体を得た。なお、光源から異方性導電フィルムに照射する紫外線
照射量は、１０Ｊ／ｃｍ２とした。
【０１９６】
　（実施例２）
　光反射粒子により被覆されている部分の面積である被覆率Ｘ１を１０％に設定したこと
以外は実施例１と同様にして、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を
得た。
【０１９７】
　（実施例３）
　光反射粒子により被覆されている部分の面積である被覆率Ｘ１を９０％に設定したこと
以外は実施例１と同様にして、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を
得た。
【０１９８】
　（実施例４）
　光反射粒子の平均粒子径を５０ｎｍに設定したこと以外は、実施例１と同様にして、導
電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０１９９】
　（実施例５）
　有機物質により形成された絶縁粒子を導電性粒子の表面上に付着させたこと以外は実施
例１と同様にして、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。なお
、導電性粒子複合体において、絶縁粒子及び光反射粒子により被覆されている部分の面積
である被覆率Ｘ２は７５％であった。
【０２００】
　（実施例６）
　有機無機ハイブリッド物質により形成された絶縁粒子を導電性粒子の表面上に付着させ
たこと以外は実施例１と同様にして、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構
造体を得た。なお、導電性粒子複合体において、絶縁粒子及び光反射粒子により被覆され
ている部分の面積である被覆率Ｘ２は７５％であった。
【０２０１】
　（実施例７）
　光反射粒子の材質を酸化亜鉛（屈折率１．９５）に変更したこと、並びに光反射粒子の
平均粒子径を１１０ｎｍに設定したこと以外は実施例１と同様にして、導電性粒子複合体
、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２０２】
　（実施例８）
　光反射粒子の材質をアルミナ（屈折率１．７６）に変更したこと以外は実施例１と同様
にして、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２０３】
　（参考例９）
　材質が酸化チタンである光反射粒子５重量％（光硬化性導電材料中での含有量）を、導
電性粒子の表面に付着させずに、導電性粒子とは別にバインダー樹脂と混合したこと以外
は実施例１と同様にして、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２０４】
　（参考例１０）
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　材質が酸化チタンである光反射粒子４０重量％を、導電性粒子の表面に付着させずに、
導電性粒子とは別にバインダー樹脂と混合したこと以外は実施例１と同様にして、異方性
導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２０５】
　（参考例１１）
　材質が酸化チタンである光反射粒子７５重量％を、導電性粒子の表面に付着させずに、
導電性粒子とは別にバインダー樹脂と混合したこと以外は実施例１と同様にして、異方性
導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２０６】
　（参考例１２）
　材質が酸化亜鉛（屈折率１．９５）である光反射粒子４０重量％を、導電性粒子の表面
に付着させずに、導電性粒子とは別にバインダー樹脂と混合したこと、並びに光反射粒子
の平均粒子径を１１０ｎｍに設定したこと以外は実施例１と同様にして、異方性導電フィ
ルム及び接続構造体を得た。
【０２０７】
　（参考例１３）
　材質がアルミナ（屈折率１．７６）である光反射粒子４０重量％を、導電性粒子の表面
に付着させずに、導電性粒子とは別にバインダー樹脂と混合したこと以外は実施例１と同
様にして、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２０８】
　（参考例１４）
　材質が酸化チタンである光反射粒子５０重量％を、導電性粒子の表面に付着させずに、
導電性粒子とは別にバインダー樹脂と混合したこと、並びに無機物質であるシリカにより
形成された絶縁粒子を導電性粒子の表面上に付着させたこと以外は、実施例１と同様にし
て、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。なお、導電性粒子複
合体において、絶縁粒子及び光反射粒子（参考例１４では絶縁粒子のみ）により被覆され
ている部分の面積である被覆率Ｘ２は５０％であった。
【０２０９】
　（実施例１５）
　ニッケルめっき層の外表面上に金層（厚み０．０１ｎｍ）を形成したこと以外は実施例
５と同様にして、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１０】
　（実施例１６）
　ニッケルめっき層の外表面上に銀層（厚み０．０１ｎｍ）を形成したこと以外は実施例
５と同様にして、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１１】
　（実施例１７）
　ニッケルめっき層を銅層に変更したこと以外は実施例５と同様にして、導電性粒子複合
体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１２】
　（実施例１８）
　絶縁粒子の材質を無機物質であるシリカに変更したこと以外は実施例５と同様にして、
導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１３】
　（実施例１９）
　被覆率Ｘ１を４５％、被覆率Ｘ２を６０％に変更したこと以外は実施例５と同様にして
、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１４】
　（実施例２０）
　被覆率Ｘ１を３５％、被覆率Ｘ２を５０％に変更したこと以外は実施例５と同様にして
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、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１５】
　（実施例２１）
　被覆率Ｘ１を２５％、被覆率Ｘ２を４０％に変更したこと以外は実施例５と同様にして
、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１６】
　（実施例２２）
　被覆率Ｘ１を２５％、被覆率Ｘ２を５０％に変更したこと以外は実施例５と同様にして
、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１７】
　（実施例２３）
　被覆率Ｘ１を２５％、被覆率Ｘ２を６０％に変更したこと以外は実施例５と同様にして
、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１８】
　（実施例２４）
　被覆率Ｘ１を２５％に変更したこと以外は実施例５と同様にして、導電性粒子複合体、
異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２１９】
　（実施例２５）
　ジビニルベンゼン樹脂粒子（平均粒子径３μｍ）をジビニルベンゼン樹脂粒子（平均粒
子径２μｍ）に変更したこと以外は実施例１と同様にして、光硬化性導電材料用導電性粒
子、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２２０】
　（比較例１）
　光反射粒子の材質をシリカ（屈折率１．４５）に変更したこと、並びに光反射粒子の平
均粒子径を１１０ｎｍに設定したこと、並びに光反射粒子により被覆されている部分の面
積である被覆率Ｘ１を５０％に設定したこと以外は実施例１と同様にして、導電性粒子複
合体、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２２１】
　（比較例２）
　光反射粒子の材質をＰＭＭＡ（ポリメチルメタクリレート（屈折率１．４９））に変更
したこと以外は実施例１と同様にして、導電性粒子複合体、異方性導電フィルム及び接続
構造体を得た。
【０２２２】
　（比較例３）
　導電性粒子の表面上に光反射粒子を配置しなかったこと以外は、実施例１と同様にして
、異方性導電フィルム及び接続構造体を得た。
【０２２３】
　（評価）
　（１）バインダー樹脂の反応性
　バインダー樹脂の反応性は、赤外分光光度計を用いて、接続構造体を得る際の実装前と
実装後のエポキシ環の吸収波長の減衰量（％）から算出した。得られた接続構造体におけ
るバインダー樹脂の反応性を下記の基準で判定した。
【０２２４】
　［バインダー樹脂の反応性の判定基準］
　○○○：異方性導電フィルム中のバインダー樹脂であるエポキシ樹脂の９５％以上が反
応している
　○○：異方性導電フィルム中のバインダー樹脂であるエポキシ樹脂の８０％以上、９５
％未満が反応している
　○：異方性導電フィルム中のバインダー樹脂であるエポキシ樹脂の６０％以上、８０％
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　△：異方性導電フィルム中のバインダー樹脂であるエポキシ樹脂の４５％以上、６０％
未満が反応している
　△△：異方性導電フィルム中のバインダー樹脂であるエポキシ樹脂の３０％以上、４５
％未満が反応している
　×：異方性導電フィルム中のバインダー樹脂であるエポキシ樹脂の３０％未満が反応し
ている
【０２２５】
　（２）電極間の導通信頼性
　４端子法により、得られた接続構造体における電極間の抵抗値を測定した。その後、８
５℃及び湿度８５％の環境下で５００時間処理した接続構造体における電極間の抵抗値を
再度測定した。高温高湿環境下に放置した後の抵抗値の上昇倍率に従って、電極間の導通
信頼性を下記の評価基準で評価した。
【０２２６】
　［電極間の導通信頼性の判定基準］
　○○：抵抗値上昇倍率が２倍未満
　○：抵抗値上昇倍率が２倍以上、４倍未満
　△：抵抗値上昇倍率が４倍以上、８倍未満
　×：抵抗値上昇倍率が８倍以上
【０２２７】
　結果を下記の表１に示す。
【０２２８】
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【表１】

【符号の説明】
【０２２９】
　１，１Ｘ…接続構造体
　２…第１の接続対象部材
　２ａ…第１の電極
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　３…第２の接続対象部材
　３ａ…第２の電極
　４，４Ｘ…接続部
　４Ａ，４Ｂ…光硬化性導電材料層
　５…光反射粒子
　１１，１１Ａ，１１Ｂ，１１Ｘ…バインダー樹脂
　２１…導電性粒子複合体
　２１ａ…突起
　２２…導電性粒子
　２２ａ…突起
　２３…光反射粒子
　３１…基材粒子
　３２，３２Ａ，３２Ｂ…導電部
　３２Ｂｘ…第１の導電部
　３２Ｂｙ…第２の導電部
　３２ａ，３２Ａａ，３２Ｂａ…突起
　３３…芯物質
　４１，５１，７１…導電性粒子複合体
　４１ａ，５１ａ，７１ａ…突起
　４２，５２，７２…導電性粒子
　４２ａ，５２ａ，７２ｂ…突起
　７２ａ…絶縁物質
　８１…導電性粒子
　８２…導電部
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